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第２　民法の三大原則
民法は、いくつかの基本原理に基づいて体系づけられる。もっと
も、民法の基本原理は、後述する「信義誠実の原則」「権利濫用の
禁止」などを除き、法文上明らかになっているわけではない。次に
挙げるものは、一般的に、民法の三大原理といわれるものである。

①所有権絶対の原則
所有権は物に対する全面的な支配権であり、不
可侵の権利である

②契約自由の原則
私人間の契約関係（締結、内容、方式）は契約
当事者の自由な意思によって決定されなければ
ならない

③過失責任の原則 過失なくして損害賠償責任を負わされない

ＡＡ

CHECK

契約自由の原則は私的自治
の原則の根幹をなしていま
す。私的自治の原則とは、自
己の法律関係を自分の自由な
意思で律することができると
いう原則をいいます。
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第３　私権の内容と行使に関する制約

１　私権の内容
私権とは、選挙権・被選挙権などの公権と異なり、私人間の関係
に関連する権利をいう。
私権は、権利の内容に経済的価値のある利益が含まれるかという
観点から、財産権、身分権、人格権に分けられる。そのうち、財産
権は、さらに物権、債権、知的財産権などに分けられる。

２　私権の行使に関する原則

⑴　公共の福祉（１条１項）

私権といえども無制限に保護されるものではない。社会生活を営
む以上、他人の権利を不当に侵害することは許されない。
そこで、民法は、「私権は、公共の福祉に適合しなければならな
い」という規定（１条１項）を置き、私権の内容は社会全体の利益
と調和するものでなければならないとしている。

⑵　信義誠実の原則（１条２項）

信義誠実の原則（信義則）とは、具体的事情のもとにおいて、相
互に相手方から一般的に期待される信頼を裏切ることのないように
誠意をもって行動しなければならないという原則をいう。
信義誠実の原則は、権利の行使または義務の履行だけでなく、契
約の趣旨を解釈する基準にもなる（最判昭32.7.5）。

ＢＢ

CHECK

私権が私人間の権利義務関
係をさすのに対し、公権と
は、国家と私人との間の権利
義務関係をさします。

CHECK

「公共の福祉」とは

社会全体の利益を意味しま
す。

CHECK

憲法では、人が社会生活を
営んでいることを理由に、人
権が「公共の福祉」により制
約されるということを学習し
ますが、私権についても、同
様に考えられているのです。
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判例 最判昭59.9.18

歯科医のＹは、Ｘの分譲マンション買主の募集に対して購
入を希望し、交渉過程で10万円を支払った。その後、ＹはＸ
にスペースについて注文をだし、また歯科医院を営むため電
気容量が十分であるかを問い合わせた。Ｘは電気容量が不足
であると考え、Ｙの意向を確かめずに電気容量を増やす工事
を行ったが、Ｙは特に異議を述べなかった。ところが、その
後Ｙは、購入資金の手当が困難であることを理由に買い取り
を断った。
そこでＸが、Ｙの契約交渉破棄は信義則上の注意義務違反
であるとして、損害賠償を求めた。

争点

本件事案におけるＹに、信義則上の注意義務違反があるとい
えるか。

判旨

契約準備段階における信義則上の注意義務違反を理由とする
損害賠償責任を肯定した原審の判断を支持した。

⑶　権利濫用の禁止（１条３項）

権利濫用の禁止とは、権利を行使する者に格別の利益がないのに
相手に損害を与えるためだけに権利を行使するような場合、正当な
範囲を逸脱して権利の行使がなされたものとして、これを許さない
ことをいう。
判例は、湯元から他人の土地の上に許可なく引湯管を引き温泉を
経営している者がいることを奇貨として、その土地を取得した者
が、温泉経営者に対し、土地を不相当に過大な代金で買い取ること
を請求し、それを拒否したことを理由として引湯管の除去を請求し
ても、この除去請求は権利の濫用にあたり、認められないとした
（宇奈月温泉事件／大判昭10.10.5）。

CHECK

権利濫用の効果

① 権利行使としての請求そ
のものが否定されます
（ Eｘ  所有権に基づく妨
害排除請求の否定）。

② 相手方の権利に対する侵
害として不法行為が成立
する可能性があります
（709条）。

③ 権利そのものが剥奪され
る 可 能 性 も あ り ま す
（ Eｘ  親権の喪失／834
条参照）。

CHECK

「奇貨」とは

ある機会を利用すること
で、思わぬ利益を得ることを
いいます。

CHECK

信義誠実の原則と権利濫用の
禁止の適用場面

信義誠実の原則は、権利の
行使・義務の履行に適用され
るのに対し、権利濫用の禁止
は、権利の行使にのみ適用さ
れます。


